
一般競争入札（総合評価方式（特別簡易型Ⅰ型Ａ））の公告 

 

一般競争入札（総合評価方式（特別簡易型Ⅰ型Ａ））を行うので、公立大学法人滋賀県立大学会計規則（平成１８年公

立大学法人滋賀県立大学規則第４号）第32条および公立大学法人滋賀県立大学会契約事務取扱要領（平成１８年公立

大学法人滋賀県立大学規定第5４号）第４条の規定により次のとおり公告する。 

 

令和８年３月18日 

公立大学法人滋賀県立大学 理事長 井手 慎司 

 

１ 入札に付する事項 

(1) 工事名 令和７年度第高専２号 滋賀県立高等専門学校新築電気設備工事（第1工区） 

(2) 工事場所 野洲市市三宅地内 

(3) 工事概要 校舎棟その他新築電気設備工事一式 

ア 校舎棟  鉄骨造  地上３階建て  10,911.64平方メートル 

イ 屋外        一式 

ウ 渡り廊下１  一式 

エ 渡り廊下２  一式 

(4) 工期 契約締結日より５日以内の日から令和９年11月30日まで 

(5) 予定価格 落札決定した後に速やかに公表する。なお、不調の際には非公表とする。 

(6) 契約後ＶＥ方式 採用する。詳細は、入札説明書および特記仕様書による。 

(7) 

 

その他 

 

本工事は、競争参加資格の確認申請時に施工能力等に関する資料（以下、「技術提案書」と

いう。）を受け付け、価格以外の評価項目と価格を総合的に評価して落札者を決定する総合

評価方式の工事である。本工事は、「（営繕工事版）週休２日取組促進型工事（完全週休２

日(土日)Ⅰ型）」である。詳細については入札説明書による。 

 

２ 競争参加資格要件 

  滋賀県建設工事等入札参加有資格者名簿（この公告の日（以下、「公告日」という。）において有効であり、かつ、最

新のものに限る。）に登録されている者により結成された特定建設工事共同企業体（以下、「共同企業体」という。）で、

次に掲げるすべての要件を満たす者のみが、この入札に参加することができる。 

（１） 共同企業体としての要件 

（ｱ） 自主的に結成された共同企業体であること。 

（ｲ） 構成員は、2者であること。 

（ｳ） 経営の形態は、共同施工方式であること。 

（ｴ） １構成員の出資比率は、３０％以上であること。 

（ｵ） 加算点自己申告表を提出し、その内容が適正であること。 

 

（２）共同企業体のすべての構成員が満たすべき要件 

(ｱ) 登録業種 電気設備工事 

(ｲ) 対応許可業種 電気工事 

(ｳ) 特定建設業許可 電気工事 

(ｴ) 
格付、順位、総合点数ま

たは総合評定値 
格付一号 

(ｵ) 地域要件 滋賀県内に主たる営業所を有する者 

(ｶ) 

設計業務受託者との関

連に関すること 

次に掲げるこの工事に係る設計業務の受託者と資本または人事面において関連が

ある者でないこと。 

（名 称） 株式会社東畑建築事務所 

(ｷ) その他 詳細は入札説明書による。 



（３） 共同企業体の代表構成員が満たすべき要件 

（ｱ） 出資比率 他の構成員を上回っていること。 

（ｲ） 格付、順位、総合点数

または総合評定値 

滋賀県建設工事等入札参加有資格者名簿における電気設備工事にかかる総合

点数が 980 点以上であること。 

（ｳ） 施工実績要件 ―――― 

（ｴ） 参加する者に必要な 

その他の要件 

次に掲げる要件を満たす主任技術者または監理技術者を当該工事現場に専任

で配置できること。 

ア 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に基づく適正な資格を有すること。 

イ 加算点自己申告表に記した配置予定技術者を配置できること。 

ウ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証を有するとともに、監理技術者

講習を受講し修了していること。 

 

（４） 共同企業体の構成員（代表構成員を除く）が満たすべき要件 

（ｱ） 参加する者に必要な 

その他の要件 

一級電気工事施工管理技士の資格を有する主任技術者を当該工事現場に専任

で配置できること。 

 

３ 総合評価に関する事項 

(1) 

 

落札者の決定方法 

 

競争参加者は、価格および企業の施工能力等をもって入札に参加し、次のアおよ

びイの要件に該当する者のうち、総合評価の方法によって得られた数値（以下「評価

値」という。）の最も高い者を落札者とする。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 評価値が標準点を予定価格で除した数値に対して下回らないこと。 

また、評価値の最も高い者が2者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定する。 

(2) 総合評価の方法 詳細は入札説明書および入札説明書（別紙－１）のとおり。 

 

４ 提出書類 

 提出書類 提出場所 備考 

(1) 目録 ５(1)アの場所 入札説明書４のとおり。 

(2) 目録に示す以下の書類一式 

【参加資格確認申請に係る書類】 

・共同企業体入札参加資格確認申請書【様式1-1号】 

・共同企業体入札参加資格確認申請書付属資料【様式1-2号】 

・委任状（構成員が本社または本店以外の場合）【様式3-1号】 

・建設工事共同企業体協定書の原本【様式4号】 

・構成員ごとの誓約書【様式第誓1-1号】 

【総合評価の評価項目に係る書類】 

・加算点自己申告表【様式5】 

・企業の実績【様式5-1】 

・主観点数（工事成績等）【様式5-2】 

・配置予定技術者等CPD【様式6-1】 

・配置予定技術者等の実績【様式6-2】 

・技能者の資格【様式6-4】 

・建災防への加入および活動実績【様式7-3】 

・主たる営業所の有無【様式7-5】 

・県内企業の下請活用【様式7-7】 

・現場見学会の開催【様式7-8】 

・若手・女性技術者の配置【様式7-10】 

・建設キャリアアップシステムの利用【様式7-12】 

５(1)アの場所 入札説明書４のとおり。 

目録および入札説明書別

紙-1に示す添付資料等を

併せて提出すること。 



 

５ 入札日程等 

 手続等 期間等 場所等 

(1) 入札説明書等の閲覧 令和８年３月18日から 

令和８年４月30日まで 

ア 紙による閲覧 

 公立大学法人滋賀県立大学 高専開設準備局 

総務・施設整備課 

 〒522-8533 彦根市八坂町2500 

 TEL：0749-47-3006 FAX：0749-28-8475 

  E-mail：kosen@office.usp.ac.jp 

イ 電子による閲覧 

  ・滋賀県立大学ウェブサイト内の入札情報ページ 

(2) 設計図書の配付 (1)に同じ 特記仕様書等については滋賀県立大学ウェブサイ

トからダウンロードにより取得すること。 

(3) 入札説明書等に関する質

問受付 

令和８年３月18日から 

令和８年４月24日まで 

の午前９時から午後４時まで（た

だし、正午から午後１時までの時

間帯を除く。） 

(1)アの場所に持参またはＦＡＸまたは電子メールに

より提出すること。ＦＡＸまたは電子メールで提出す

る場合は、提出先に着信確認を行うこと。 

(4) 入札説明書等に関する質

問回答の閲覧 

(1)に同じ (1)イに同じ 

(5) 競争参加資格確認申請書

等の提出 

令和８年３月18日午前９時から 

令和８年４月15日午後４時まで 

(1)アの場所に持参または郵送により提出すること。

（郵送による提出の場合は期間内必着のこと） 

(6) 競争参加資格の確認通知 令和８年４月16日 郵送により申請者あてに通知 

(7) 入札の日時および場所 令和８年４月30日 

午前10時00分 

滋賀県彦根市八坂町2500 

滋賀県立大学 Ａ０棟 ３階 第２会議室 

(8) 開札の日時および場所 入札の終了後直ちに行う (7)に同じ 

(9) 落札決定予定日時 令和８年５月８日 

午前10時00分 
 

(10) 競争参加資格がないことに

対する説明請求 

落札決定の日の翌日から起算し

て３日以内 

(1)アの場所に持参、ＦＡＸまたは電子メールにより提

出すること。ＦＡＸまたは電子メールで提出する場合

は、提出先に着信確認を行うこと。 

(11) 競争参加資格がないことに

対する回答 

(10)の最終日の翌日から起算し

て５日以内 
－ 

表中の期間等については、「公立大学法人滋賀県立大学職員の勤務時間、休日および休暇等に関する規程（平成18 

年4月1日公立大学法人滋賀県立大学規程第35号）」第７条に規定する休日（以下「休日」という。）、土曜日および日曜

日を除く。また、時間帯の記載のないものについては、午前９時から午後４時まで（ただし正午から午後１時までの時間

帯を除く。）とする。なお、翌日と記載がありその日が休日、土曜日および日曜日に当たるときは、その翌日を指す。 

  



 

６ その他 

(1) 郵便入札の取り扱い 認めない。 

(2) 入札の無効 入札説明書５（３）または（６）に該当する場合 

(3) 落札者の決定方法 低入札価格調査制度を適用する。 

（4） 入札保証金 免除 

(5) 契約保証金 必要 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 支払条件 ア  前金払 あり 

イ 部分払 あり 

(8) 特記事項 支払年度区分額の割合は、次のとおりである。予算の都合により変更するこ

とがある。  

令和７年度 ０％  

令和８年度 約10％ 

令和９年度 約90％ 

 


